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る――すなわち試みに条文化してみると、「一定の処分がされないことにより重大な損害（ただし一定の申請が



























































































































































































































































































   
を避けるために他に適当な方法がなかったとき」と読み替えて解釈しているきらいがあるように
思われる。いわば、「補充性」要件の判断について、あえて《過去に遡って》――更正の請求期間
を徒過する前の時点――基準時を置いているのであって、訴訟要件の判断基準時に係る民事訴訟法
一般の考え方（事実審の口頭弁論終結時）や、またその考え方を採用している思われる同条文中の「重
大な損害」要件の判断基準時との整合性などから導き出される基準時――更正の請求期間を徒過し
た後の時点――の観点から、解釈として疑問がある。
福井大学教育地域科学部紀要 （社会科学），６４，２００８１１２
また、「重大な損害」要件充足そのものについても、合法性原則に違反する納税義務の憲法上
の問題性（租税法律主義違反）を、同条文中の考慮要素規定の解釈にあたって十分に読み込めば、
充足しているとの結論を導くことができるものと思われる。加えて、通則法上、「更正の請求の
排他性」に係る解釈問題があり、その射程の取り方によっては、（β）［（ａ’）］の場合における減
額更正処分の義務付け訴訟の障害となりうる。もっとも筆者は、「更正の請求の排他性」という
不文の法理の射程については、租税法律主義の理念（とりわけ合法性原則）を念頭に置きつつ、か
つ、「減額更正処分の除斥期間」という明文規定の存在との整合性を確保する見地から、限定的
に解釈すべきという考え方――排他性に係る「限定解釈」論――を採る。そしてこの考え方から、「更
正の請求の排他性」は、（β）［（ａ’）］の場合に対しては、納税者が減額更正処分の直接型義務付
け訴訟等の他の代替的な手続を利用するため故意に更正の請求手続を回避し、その結果更正の請
求期間を徒過してしまったといった、納税者による減額更正処分の求めが、更正の請求手続の制
度趣旨に《積極的に抵触》する特段の事情がない限りにおいては、その射程が及ばないものと解
する。
さらに、（γ）の場合、すなわち減額更正処分の除斥期間を徒過した段階で、減額更正処分の
直接型義務付け訴訟を提起することについては、学説によりいまだ十分議論がなされていない論
点である。もっとも、筆者としては、立法により明確に除斥期間が区切られ、かつ、それを徒過
した段階ではもはや課税庁として減額更正処分権限を持たない以上、義務付け訴訟の前提とする
「一定の処分」権限（行訴法３条６項１号）が存在しえない、という点を考慮せざるを得ないと考
える。したがって、この「一定の処分」権限という訴訟要件が欠ける以上、たとえ――（β）［（ａ’）］
の場合と同じように――その他の訴訟要件である「補充性」要件や「重大な損害」要件を充たしえ
ていると議論できるとしても、行訴法の解釈上、（γ）の場合の義務付け訴訟を適法とすること
はできないと解する。また、たとえ――（β）［（ａ’）］の場合と同じように――（γ）の場合には「更
正の請求の排他性」の射程が及ばないとの議論が成り立ちうるとしても、減額更正処分の除斥期
間を徒過している以上、課税庁としては減額更正処分を適法に行使し得ないのであるから、通則
法の解釈上も、この場合の義務付け訴訟を適法とすることはできない。さらに仮に、ここで、課
税庁に減額更正処分権限が認められていないのにもかかわらず、裁判所がこれを認めてしまうと、
租税法律主義の観点から問題――裁判所による国会の課税権侵犯のおそれ――が生じてくる懸念もあ
る。
ところで、以上の基本的な“場合分け”に基づく処理に関連して、これらの各場合にまたがる
ような、次の二つの派生的な問題類型が生じうる。一つは、（α※２）［（ｂ）］の場合、すなわちい
まだ更正の請求期間内であるにもかかわらず、納税者があえて適法な更正の請求を行うことなく、
減額更正処分の直接型義務付け訴訟を提起したところ、その訴訟係属中に更正の請求期間が徒過
してしまったという場合である。この場合については、形式上は事後的に、（β）［（ａ’）］の場合
におけるように、「補充性」要件を充たすことになるけれども、更正の請求手続の制度趣旨に《積
木：減額更正処分の義務付け訴訟に関する一考察：訴訟要件論を中心に １１３
極的に抵触》していることにかんがみ、また判決が下されようとする時点（事実審の口頭弁論終結
時）でまだ更正の請求期間内である（α※２）［（ａ）］の場合との取扱い上の公平を確保するために
も、“不適法（却下）”とすべきである。
二つは、（β）［（ｂ’）］の場合、すなわち更正の請求期間は徒過しているが減額更正処分の除斥
期間内に、納税者が減額更正処分の直接型義務付け訴訟を提起したところ、その訴訟係属中にそ
の減額更正処分の除斥期間が徒過してしまったという場合である。この場合については、形式上
は事後的に、（γ）の場合におけるように、その除斥期間を徒過することになるけれども、除斥
期間規定の趣旨解釈に基づけば例外的に減額更正権限を導き出しうること――既存の判例法理の
「類推適用」論――、また判決が下されようとする時点（事実審の口頭弁論終結時）でまだ除斥期間内
である（β）［（ａ’）］の場合との取扱いの公平を確保する必要があることといった観点から“適法”
と解すべきである８６。
以上本稿では、平成１６年行政事件訴訟法改正を受けての、減額更正処分の義務付け訴訟問題に
ついて、もっぱら訴訟要件論の観点から議論したのであるが、本案勝訴要件論については考察し
なかった。したがって、この①《減額更正処分の義務付け訴訟の本案勝訴要件論》については、
改めて検討しなければならない８７。また、本稿を通じて、減額更正処分の義務付け訴訟を論じて
いくなかでも明らかとなったが、②《国税通則法上の期間制限制度が抱える問題性》である。す
なわち、更正の請求期間であれ、減額更正処分の除斥期間であれ、現在の期間制限制度がはたし
て立法政策として妥当であるのか。この点については、とりわけ課税庁と納税者との実質的な対
等性の確保という観点から改めて考えなければならない８８。
さらに、同じく本稿を通じて、減額更正処分の義務付け訴訟を論じていくなかでも明らかとな
ったが、③《行政事件訴訟法上の義務付け訴訟制度が抱える問題性》である。とりわけ、「補充
性」要件であれ、「重大な損害」要件であれ、このような原告市民にとって厳しいハードルを‘訴
訟要件として’課す現在の制度に、立法政策上どれほどの合理性があるのか。この点については、
これまでに出された、税務行政領域以外の行政領域における義務付け訴訟の裁判例をさらに深く
分析した上で、かつ、平成１６年行訴法改革の趣旨を発展的に継承するという観点から、今後立法
論的な検討をしていく必要があろう８９。
そして最後に、本稿の段階ではまだ十分な検討材料を得られなかったが、平成１６年行訴法の下
での減額更正処分の義務付け訴訟９０をめぐる判例の展開である。今後、先に紹介した広島地裁平
成１９年判決をはじめとして、こういった④《減額更正処分の義務付け訴訟をめぐる判例》がどの
ように展開していくのかについて、フォローしていく必要があろう。これら本稿で考察が十分で
なかった①～④の点については、今後の研究課題としたい。

１以下本章における引用条文は、特に断りのない限り、平成１６年改正後の行政事件訴訟法による。
２なお、新たな抗告訴訟類型として、「差止めの訴え」（３条７項、３７条の４）も設けられたが、本稿では取り上げ
福井大学教育地域科学部紀要 （社会科学），６４，２００８１１４
ない。「仮の義務付け」及び「仮の差止め」制度についても同じ（３７条の５）。
３以下、三つの想定される事例類型別の義務付け訴訟の必要性論については、例えば、南博方・高橋滋編『条解
行政事件訴訟法［第３版］』（弘文堂、２００６年）【以下『条解』として引用】８７頁～８８頁（小林久起執筆部分）を参照。
なお本稿では、義務付け訴訟のあり方一般について検討するものではないが、こういった文献として、例えば、
山本隆司「義務付け訴訟と仮の義務付け・差止めの活用のために（上）（下）ドイツ法の視点から」自治研究８１巻
４号、同５号（２００５年）等参照。
４義務付け訴訟を含む無名抗告訴訟が許容されてこなかった理由については「行政庁の第一次的判断権の尊重」の
他にもいくつか挙げられてきたが、これらの点については、さしあたり、前掲注（３）、『条解』９９頁～１０２頁（人
見剛執筆部分）参照。また、平成１６年行訴法改正を見据えつつ、義務付け訴訟等の否定の論拠として「行政庁の
第一次的判断権」理論を用いることの問題性を分析したものとして、小早川光郎「行政庁の第一次的判断権・覚
え書き」『原田尚彦先生古稀記念：法治国家と行政訴訟』（有斐閣、２００４年）２１７頁以下も参照。
５前掲注（３）、『条解』１０３頁～１０４頁（人見剛執筆部分）参照。
６なお、平成１６年行訴法改正前の時代に、義務付け訴訟の許容性が争われた事例として、例えば、国立マンション
事件がある。東京地判平成１３年１２月４日判時１７９１号３頁参照。本件は、原告周辺住民が建築指導事務所長を被告
として、係争建築物につき、建築禁止命令や除却命令がされないことの“不作為違法確認訴訟”や、それら命令
をするよう求める“義務付け訴訟”などを提起した事案である（なお前者の“不作為違法確認訴訟”の性質であ
るが、本件事案は原告の『申請権』を前提とするものではないので、行訴法３条５項の「不作為違法確認訴訟」
には該当せず、義務付け訴訟同様‘無名抗告訴訟’扱いとなることに注意）。裁判所は、“不作為違法確認訴訟”
に関しては、《明白性》、《緊急性》、《補充性》のいずれの要件をも充たすとして、その訴訟提起を適法と認めた
ものの、‘義務付け訴訟’に関しては、とりわけどの範囲の者に対しどのような種類の命令を発するべきである
のかという点について一義的に明白とまでは言えず、被告の裁量の範囲内にあるものと判示し、《明白性》要件
を欠くとして、その訴訟提起を不適法とした。
７前掲注（３）、『条解』１０４頁～１０５頁（人見剛執筆部分）参照。
８前掲注（３）、『条解』、８９頁～９０頁（小林久起執筆部分）参照。
９以下、とくに前掲注（３）、『条解』６２４頁～６３０頁（間史恵執筆部分）参照。
１０なお、平成１６年改正行訴法の下、申請型義務付け訴訟の提起が適法と認められ、かつ、その請求が認容された事
例として、気管切開手術を受けてカニューレを装着している児童が、市に対し保育園へ入園することの承諾の義
務付けを求めたケースがある。東京地判平成１８年１０月２５日（判時１９５６号６２頁）参照。
１１以下、とくに前掲注（３）、『条解』６１１頁～６２３頁（間史恵執筆部分）参照。
１２前掲注（３）、『条解』６１４頁、６１６頁（間史恵執筆部分）参照。
１３平成１６年改正行訴法下の直接型義務付け訴訟の例については、さしあたり後掲注（６６）及び（６８）を参照。
１４なお、後発的理由に基づく更正の請求（国税通則法２３条２項）や、減額更正処分に係る特別の除斥期間（同法７１
条）など、特殊な期間制限制度が関わる場合については、基本的には本稿では扱わない。関連して、占部裕典「税
務訴訟における非申請型義務付け訴訟の訴訟要件」税経通信６３巻１０号（２００８年）１７頁～１８頁では、義務付け訴訟
と更正の請求との関係について、大きく三つの場面に分けて議論が展開されうるとして、本稿で言う（α※１）―
―本文後述――の場合と、（β）の場合とを挙げられるとともに、第三の場合として、減額更正処分の除斥期間
経過後ではあるが、減額更正処分に係る特別の除斥期間が適用されえ、かつ、その期間内に（直接型）義務付け
訴訟が提起される場合を挙げられる。この第三の場合について、本稿では、後の参照の便宜の観点から、（δ）
の場合と表記する。
１５なお、納税者が適法な更正の請求をしたにもかかわらず、課税庁が何ら応答しない場合には、従来から、「不作
為違法確認訴訟」の提起が可能であったが、平成１６年行訴法改正後は、この場合についても、減額更正処分の義
木：減額更正処分の義務付け訴訟に関する一考察：訴訟要件論を中心に １１５
務付け訴訟の提起いかんが問題となりうる（行訴法３７条の３第１項第１号）。もっとも、この「申請不応答」の場
合の減額更正処分の義務付け訴訟をめぐる処理については、本文で論ずる「申請拒否」の場合のそれとほぼ同じ
ものとなると思われるので（ただし義務付け訴訟とともに併合提起される訴訟類型は不作為違法確認訴訟：同法
３７条の３第３項第１号）、以下本項においては、「申請不応答」の場合については独立した場合として検討しない。
なおこの点、例えば、青木丈「義務付け裁決、処分庁に対する申出制度」税務弘報５６巻９号（２００８年）６６頁～６７
頁も参照。
１６なお参考までに、平成１６年行訴法改正前の、義務付け訴訟が明文規定上認められていなかった時期の（α※１）
の場合における減額更正処分の義務付け訴訟の裁判例として、例えば、広島地判平成８年１０月２３日（税資２２１号１７０
頁）がある。「義務付け訴訟は、司法権によって行政機関に一定の作為又は不作為をなすことを義務づけるもの
であるから、三権分立制度との調和の観点から、行政機関の第一次的判断権を害しないような場合のみ許される
と解すべきであり、具体的には、行政庁が当該行政処分をなすべきこと又はなすべからざることについて法律上
覊束されており、行政庁に自由裁量の余地が全く残されていないために第一次的な判断権を行政庁に留保するこ
とが必ずしも重要でないと認められ、しかも、事前審査を認めないことによる損害が大きく、事前の救済の必要
が顕著であり、さらに、司法権の行使による以外法律上他に適切な救済方法がないなどの例外的な場合にのみ許
されるものと解される。」「本件では、申告にかかる所得金額が過大である場合にその過誤を是正するためには、
申告者である原告は、まず税務署長に対して更正の請求をし、これに不服があれば、税務署長がなした更正をす
べき理由がない旨の処分に対し、その取消を求める訴えを提起し、その認容判決を得るという救済方法が法律上
認められているのであるから、さらに更正請求を求めるという義務づけ訴訟を許容しなければならない場合には
当たらないといえる。」（同１７８頁～１７９頁、なお原文で引用されている裁判例や法律条文は省略した）。
このように、改正前の行訴法下では、（α※１）の場合における減額更正処分の義務付け訴訟は、無名抗告訴訟
としての義務付け訴訟を例外的に許容するための三要件（明白性・緊急性・補充性）に照らして、更正の請求手
続があることを理由に“補充性”要件を欠くとして不適法却下とされてきたようである。同旨の裁判例として、
例えば、東京地判昭和５４年３月１５日（訟月２５巻７号１９６９頁）も参照。ひるがえって、改正後行訴法の「申請型義
務付け訴訟」規定には、“補充性”要件が設けられていないので、従来のこの種の義務付け訴訟に係る否定裁判
例については、立法により変更され、本文後述のように、その提起が認められるようになったものと解しうるも
のと思われる。なお、（α※２）の場合における減額更正処分の義務付け訴訟に係る裁判例については、管見の限
りでは見出せなかった。
１７水野武夫「更正の請求と義務付け訴訟」税務事例３８巻１号（２００６年）４０頁～４１頁。また、行訴法３７条の３第１項
第２号の訴訟要件を満たすことが明らかであるとして、水野武夫「行政訴訟改革と税務訴訟」税法学５５１号（２００４
年）１２０頁参照。さらに、水野武夫「改正行訴法による行政訴訟実務」日本弁護士連合会編『（平成１７年度研修版）
現代法律実務の諸問題』（第一法規、２００６年）所収８０９頁も参照。
１８「シンポジウム 税務訴訟をめぐる諸問題」税法学５５２号（２００４年）１５５頁～１５６頁［水野武夫発言］や、「（パネ
ルディスカッション）新行政事件訴訟法の活用：義務付け訴訟を中心として（上）」税務事例３８巻２号（２００６年）
２９頁や同３０頁［いずれも水野武夫発言］参照。
１９中尾巧『税務訴訟入門［第４版］』（商事法務、２００８年）１３２頁～１３３頁参照。ただし中尾氏の（α※１）の場合につ
いての見解は明らかではない。
２０占部・後掲注（５４）、「（二）」２２４頁参照。また、同「（二）」２３４頁や、同「（二）」２３９頁～２４０頁も参照。
２１そのほか（α※１）の場合に係る肯定的見解として、占部・前掲注（１４）、２４頁、青木・前掲注（１５）、６７頁、山
下清兵衛「義務付け訴訟」税務弘報５５巻１１号（２００７年）１５２頁、村井正「行政事件訴訟法の改正と税務訴訟」税５９
巻９号（２００４年）１１頁～１２頁、金子宏「更正の請求について」税大ジャーナル３号（２００５年）６頁、木山泰嗣「行
政事件訴訟法改正のポイントと税務訴訟への影響」税務弘報５３巻９号（２００５年）７８頁、日本弁護士連合会行政訴
福井大学教育地域科学部紀要 （社会科学），６４，２００８１１６
訟センター編『実務解説 行政事件訴訟法』（青林書院、２００５年）１６７頁等参照。
２２そのほか（α※２）の場合に係る否定的見解として、前掲注（３）、『条解』６１５頁（間史恵執筆部分）、千葉雅代
「改正行政事件訴訟法が税務訴訟に及ぼす影響」東京税理士界５８４号（２００５年）４頁、前掲注（１８）、「パネルデ
ィスカッション（上）」、２８頁（山田二郎発言）や同３０頁（千葉雅代発言）、浅沼潤三郎「『更正の請求』と改正行政
事件訴訟法」税法学５５６号（２００６年）１１頁、小林久起『行政事件訴訟法』（商事法務、２００４年）１６４頁（注１）、福井
秀夫・村田斉志・越智敏裕共著『新行政事件訴訟法』（新日本法規、２００４年）１４０頁（注１）（村田執筆部分）、木山
・前掲注（２１）、７８頁、塩野・後掲注（６４）、２１８頁等参照。
２３「更正の請求の（原則的）排他性」とは、金子宏『租税法（第十三版）』（弘文堂、２００８年）６４２頁の説明によると、
次のようになる。「法がわざわざ更正の請求の手続を設けた趣旨にかんがみると、申告が過大である場合には、
原則として、他の救済手段によることは許されず、更正の請求の手続によらなければならないと解すべきであろ
う。抗告訴訟の排他性の観念にならって、これを『更正の請求の原則的排他性』と呼ぶことができる。」なおここ
で、なぜ「原則的な排他性」と言われるのかというと、納税者が行った申告行為に“要素の錯誤”があると認め
られる場合には、更正の請求手続によらずとも、民法９５条の錯誤無効規定が適用され、納税者に対する救済が認
められるという可能性があるからである（最判昭和３９年１０月２２日民集１８巻８号１７６２頁）。この点、金子・前掲注（２
１）、ジャーナル、７頁の解説を参照。
２４阿部泰隆「税務訴訟活性化の視点からみた行政訴訟改革のあり方」税理４６巻１３号（２００３年）７頁。
２５なお、この阿部氏の指摘は、行政訴訟検討会第２０回会合（平成１５年７月２４日）において、財務省が、おそらく（α
※２）の場合を念頭に置いて、減額更正処分の義務付け訴訟を導入するのであれば、「補充性」要件等を前提とす
べきと主張したことを受けてのものである。http://www.kantei.go.jp/jp/singi/sihou/kentoukai/gyouseisosyou/dai２０/２０gi-
jiroku.html（last visited ２００８／０９／２８）ちなみにこの点、安田京子「更正の請求期間を徒過した場合の租税救済につ
いて」税研１９巻６号（２００４年）１０４頁～１０５頁は、阿部氏の指摘を、もっぱら（β）の場合についてのものと理解
されて批判されている。ただ、阿部氏の指摘が、（α※２）の場合を超えて、（β）の場合をも念頭に置かれてな
されたものであるのか、上掲の会合資料の理解との関連で、筆者としては疑問がある。
２６なお、このような解釈は、今日必ずしも奇異なものとも思われない。というのも、例えば、同じく制定法上設け
られている請求手続の意義が問題となった事案として、最判平成１７年４月１４日（民集５９巻３号４９１頁）があるから
である。本件は、登録免許税の過大納付分の還付について争われた事案である。この還付に関しては制定法上の
手続として、登記から１年間の還付通知請求手続（登録免許税法３１条１項及び２項：正確には登記機関が税務署
長に対し還付通知をするよう納税者が請求する手続）が定められているところ、原告納税者は、この手続に基づ
き出された拒否通知の取消訴訟を提起するのみならず、併せて過大納付分につき還付金請求訴訟（国税通則法５６
条及び７４条：還付請求権の消滅時効５年）をも提起した。最高裁は、還付通知請求手続について、あくまでも過
誤納金の還付が円滑に行われるための簡易迅速な手続に過ぎない旨を指摘した上で、登録免許税の還付を請求す
るためには当該手続に依らなければならないという意味での「手続の排他性」を否定し、原告による還付金請求
訴訟の提起を認めた。
もっとも他方で、本判決では、上記論理について、あくまでも税額確定方式として《自動確定方式》をとる登
録免許税の還付通知請求手続について妥当するものであって、その方式として、納税者の自己責任を重視する《申
告納税方式》をとる租税についての更正の請求手続とは、その前提が異なるとして、前者の手続で導かれた結論
が後者の手続に妥当するものではないとも指摘している。ただ、本判決が指摘する、この更正の請求手続との別
異取扱いの議論について、どこまで説得力があるのかについて再検討の余地があるという点はさて措くとしても、
本判決が提示した‘複数選択的な救済ルートの承認’という考え方が、更正の請求手続の意義について、その理
論上の再検討の余地を与えることは否めないであろう。この点、首藤重幸「税務訴訟の最新動向と課題」税務弘
報５４巻３号（２００６年）１０頁～１２頁参照。
木：減額更正処分の義務付け訴訟に関する一考察：訴訟要件論を中心に １１７
２７もっとも、課税庁としては、（α※２）の場合に減額更正処分の義務付け訴訟が認められてしまうと、課税庁の
ほうで納税者の請求内容につき十分に調査ができていないまま訴訟となってしまい、課税庁としても困るという。
この点、前掲注（２５）の議事録における、水野武夫委員と国税庁課税部審理室長との間での質疑応答を参照。な
お関連して、武田昌輔税法研究グループ「プロからの税務相談（法令等の根拠に基づく即決判断）第１１７回」T &
A master １２８号（２００５年）３８頁では、次のような趣旨の指摘がある。すなわち、更正は税務署長の「調査により」
なされるところ（国税通則法２４条）、減額更正処分の義務付け訴訟は、この調査という「事実行為」の義務付けを
求めるものであって、「行政処分」の義務付けを求めることを前提とする義務付け訴訟の観点からは不適法であ
る。この議論に対する反論として、青木丈「国税庁の法令解釈変更による更正の請求と義務付け訴訟」東京税理
士界５９０号（２００６年）４頁及び青木・前掲注（１５）、６６頁では、減額更正処分の義務付けの前提には、その減額更
正処分のための調査の義務付けが当然に含まれているものと解すべきであって、上記指摘は問題とならないと主
張される。同旨の反論として、「（パネルディスカッション）新行政事件訴訟法の活用：義務付け訴訟を中心とし
て（下）」税務事例３８巻３号（２００６年）２５頁～２６頁の各発言も参照。
２８なお参考までに、平成１６年の行訴法改正前の、義務付け訴訟が明文規定上認められていなかった時期の、（β）
の場合における減額更正処分の義務付け訴訟の許容性についての裁判例として、札幌地判平成１６年３月９日（LEX
／DB２８０９１１４８）を挙げよう。本判決は次のような理由から不適法却下とした。「減額更正を求める訴えは、行政
庁である被告に対して作為を求めるいわゆる義務づけ訴訟に該当するところ、憲法の定める三権分立の原則の下、
行政処分の第一次判断権は行政庁に付与されていると解されるから、裁判所としては、このような行政庁の第一
次判断権を害しない限りにおいて司法判断をなし得るものと解するのが相当である。そして、本件事業年度の法
人税について、更正請求をなし得る期間が既に経過したこと及び同期間経過後において原告の更正請求を認める
べき事由が存在しないことは前記１で説示したとおりであるところ、このような場合には、被告において、国税
通則法７０条２項１号により法定申告期限から５年間は減額更正をなし得るとしても、減額更正をするか否かは、
被告の第一次判断権に属するものであり、裁判所としてはこれを尊重しなければならず、これに介入することは
許されないものというべきである。」同旨の裁判例として、京都地判昭和５６年１１月２０日（訟月２８巻４号８６０頁）も参
照。
２９例えば、林仲宣「更正の請求を徒過した場合の納税者・税務署サイドの対応」税理３８巻３号（１９９５年）２２頁や、
萩原芳宏「更正の請求の期間制限について」税法学５５０号（２００３年）３６頁等参照。なお、こういった期間制限をめ
ぐる納税者と課税庁との間の不公平に対しては、従来から批判があり、更正の請求期間を立法でもって延長すべ
きとの議論がなされてきた。こういった議論を簡単にまとめると、さしあたり次の①～④のようになる。
①更正の請求期間を減額更正処分の除斥期間に一致させることを趣旨とした“５年への延長説”として、例え
ば、上掲・萩原論文、５４頁、植田卓・渋谷雅弘「誌上 税務審議 更正の請求期間」税研１３巻７８号（１９９８年）９０
頁［植田提言］、前掲注（１８）、「パネルディスカッション（上）」２７頁［山田二郎発言］、千葉・前掲注（２２）、４頁
等参照。
②更正の請求期間を増額更正処分の除斥期間（国税通則法７０条１項）と一致させることを趣旨とした“３年へ
の延長説”として、宮口定男「更正と更正の請求との期間の不均衡による納税者の不利益とその是正」税理４２巻
２号（１９９９年）６３頁、益子良一「更正の請求の要件の明確化と実務上の問題点」税理４１巻８号（１９９８年）１８９頁、
三木義一「更正の期間制限延長とその問題点」税理４７巻６号（２００４年）１４頁、安田・前掲注（２５）、１０６頁等参照。
③その他の延長説として、例えば、高橋靖「更正の期間制限に係る不均衡と見直しの視点」税理４８巻１０号（２００５
年）６頁は、更正の請求期間の１年６か月もしくは２年間への延長を提案される。以上の点に関連して、前掲の
植田・渋谷、９１頁［渋谷コメント］では、更正の請求期間をどの程度の期間にするかについては、理論的に難し
い旨指摘される。なお、以上①～③の更正の請求期間の延長というアプローチをとるのではなく、④“減額修正
申告”制度の創設を提案する論者もいる。例えば、占部裕典『租税債務確定手続』（信山社、１９９８年）１７６頁は、更
福井大学教育地域科学部紀要 （社会科学），６４，２００８１１８
正の請求期間を延長するのではなく、別途その期間を２年程度とする減額修正申告制度を創設するよう提案され
る。また、新井隆一「更正の請求と『減額修正申告』」税研２２巻１号（２００６年）１３頁～１５頁は、租税法律関係にお
いて、税務行政庁と納税者とが本来的に対等関係にあるという考え方から、減額修正申告制度の正当性を理論的
に根拠づけられる。
３０「嘆願」よる減額更正処分については、例えば、山本守之「最近の最高裁判決と行政事件訴訟法」税経通信６０巻
４号（２００５年）１７０頁～１７２頁、上田輝夫「嘆願書の提出と職権更正」税理５１巻１号（２００８年）１４８頁以下、津田明
人「関与先を守るための『嘆願書』の作成・提出とその手法」税理４２巻１０号（１９９９年）１５３頁以下等参照。なお、
課税庁から「更正の嘆願」が慫慂された事例として、最判平成１７年２月１日（判時１８９３号１７頁）――ゴルフクラ
ブ会員権の受贈者が贈与を受ける際に支払った名義書換手数料について所得税法３８条１項にいう「資産の取得に
要した額」であると認められた事例――が出された後の課税庁の対応がある。この点については、さしあたり上
掲・山本１６９頁～１７０頁参照。
さらに近時、税理士が顧問先企業に対し、そのワラント債の売却損に関して「更正の嘆願」を指導しなかった
結果、５年間の除斥期間を徒過してしまい、当該企業が減額更正処分を受けられなくなったことにつき、当該税
理士の損害賠償責任が認められた事例として、東京高判平成１５年２月２７日（LEX／DB２８０８２９０１）【原審 前橋地判
平成１４年６月１２日（LEX／DB２８０８０１９２）】参照。この判決については、例えば、占部裕典「課税庁に対する嘆願書
提出の法的意義とその効果」税理４６巻１２号（２００３年）２頁以下や、占部・後掲注（５４）、「（一）」３頁～５頁、同
３９頁以下等参照。
３１例えば、萩原・前掲注（２９）、５２頁～５３頁や、占部・前掲注（２９）、『確定手続』６７頁～６９頁及び同書９０頁～９５頁、
田中治「修正申告の錯誤と法定期間経過後の更正の請求」シュトイエル３２７号（１９８９年）５頁～６頁等参照。最近
では、金子宏氏による次のような指摘がある。「…私はかねて租税法律主義の一つの内容として合法性の原則と
いうことを言ってまいりました。これは、租税法の規定は強行法規であって、法律が定めているとおりに執行し
なければならないという原則であります。そうすると、この強行性の原則、合法性の原則からいたしますと、除
斥期間が経過しない限りは、税務署長は申告が過大であることに気づいた場合、あるいは申告が過大であること
を発見した場合には減額の更正をしなければならない拘束を受けるのではないか、つまり合法性の原則に反する
ような事態を放置するということはよくないのではないか、このように考えることもできるのではないかという
ことであります。」（金子・前掲注（２２）、ジャーナル、８頁）。
こういった肯定的見解に対する否定的見解として、青柳達朗「更正の請求の期間経過後において税務署長は納
税者に対して減額更正義務を負わないとされた事例」税経通信４６巻１３号（１９９１年）２３７頁～２３８頁は、納税申告に
誤りがある場合、税務署長は更正の請求期間経過後であっても減額更正処分をする権限及び義務を負うものの、
これはあくまでも税務行政の担当者として客観的に負っているものであって、納税者との関係で更正する義務を
負うものではないから、特段の事情がある場合のほか、納税者は訴訟等を通じてその誤りを主張できないと指摘
する（なお、この青柳氏の指摘に対して、萩原・前掲注（２９）、４８頁～５０頁は、「いかなる意味なのか理解できな
い」などと指摘し反論されている）。また、白石信明「更正の請求の期間経過後における減額更正義務」税務事例
２７巻１２号（１９９５年）１４頁も、税務行政の能率、課税の適正・公平、申告納税制度や更正の請求期間制度の存在意
義といった観点から、更正の請求期間を徒過した段階での減額更正処分は、税務署長の裁量に属するものと解す
べきとされる。
３２小林・前掲注（２２）、１６４頁（注１）。同旨、前掲注（２２）、福井ほか『新行政事件訴訟法』１４０頁～１４１頁（注１）（村
田斉志執筆部分）。
３３酒井克彦「行政事件訴訟法改正と租税訴訟（上）」税務大学校論叢４７号（２００５年）４２４頁以下参照。関連して、酒
井克彦「行政事件訴訟法改正と租税法」本庄資編『関連法領域の変容と租税法の対応』（財経詳報社、２００８年）１８４
頁以下も参照。なお酒井・税大論文、４２０頁では、（α※１）の場合に関しては、訴訟要件論につき水野氏の肯定
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論に触れられ、その後にその本案勝訴要件論の検討に進まれている。それなので、酒井氏は、この（α※１）の場
合の減額更正処分の義務付け訴訟の提起については、肯定されているものと推察される。これに対し（α※２）の
場合に関しては、本文以下で述べる（β）の場合と同様に、否定的に解されるようである。酒井・税大論文、４２５
頁参照。関連して、酒井・『対応』所収論文、１７９頁～１８１頁も参照。
３４酒井・前掲注（３３）、税大論文、４２９頁参照。また、酒井・前掲注（３３）、『対応』所収論文、１８９頁も参照。
３５酒井・前掲注（３３）、税大論文、４２９頁～４３３頁参照。また、酒井・前掲注（３３）、『対応』所収論文、１９０頁～１９３
頁も参照。
３６酒井・前掲注（３３）、税大論文、４３３頁。また、酒井・前掲注（３３）、『対応』所収論文、１９３頁も参照。もっとも、
酒井・前掲注（３３）、『対応』所収論文、１９３頁では、「例外的に更正の請求の原則的排他性を破る『特段の事情』
が認められる場合には」、「補充性」要件が充足されることも示唆されている。同１９０頁も参照。
３７中尾・前掲注（１９）、１３３頁参照。
３８中尾・前掲注（１９）、１３３頁参照。なお、塩野・後掲注（６４）、２１８頁でも、減額更正処分の直接型義務付け訴訟に
つき、更正の請求制度の存在を理由として、「補充性」要件を充たさないものと指摘されている。ただ、この指
摘が（α※２）の場合のみならず、（β）の場合をも念頭に置かれた上でなされたものであるのかについては明確
ではない。
３９水野・前掲注（１７）、税務事例論文、４２頁。また、水野・前掲注（１７）、税法学５５１号論文、１２０頁では、従来の裁
判例上（β）の場合の減額更正処分の義務付け訴訟が提起できなかったと指摘された上で、行訴法改正後は、こ
の種の義務付け訴訟が、同法３条６項１号や同法３７条の２の訴訟要件を充たすことになると解釈できるがゆえに、
提起することが可能となったと述べられる。
４０前掲注（１８）、税法学５５２号（シンポジウム）、１５６頁［水野武夫発言］。
４１司法制度改革推進本部 行政訴訟検討会 第２５回会合（平成１５年１１月７日）配付資料２「義務付け訴訟の法定」。
この資料中、他に適当な方法がある場合の事例として、①更正の請求をしないで、減額更正処分の義務付けを求
める場合（本稿で言う（α※２）の場合）、②課税処分の一部取消訴訟を提起しないで、減額更正処分の義務付け
を求める場合、③課税処分の取消訴訟の出訴期間経過後、その処分の違法を理由としてその処分取消しの義務付
けを求める場合が挙げられている。そして、①については、更正の請求をすべきであって、減額更正処分の義務
付け訴訟による救済の必要性はないとし、また②についても、課税処分取消訴訟によるべきであって、減額更正
処分の義務付け訴訟による救済の必要性はないとする。さらに③については、職権取消しをすべきことが一義的
に定まるものとは言えないから、本案の要件を欠くと指摘している。
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/sihou/kentoukai/gyouseisosyou/dai２５/２５siryou_list.html（last visited２００８／０９／２８）
４２前掲注（１８）、税法学５５２号（シンポジウム）、１５６頁～１５７頁［水野武夫発言］。また、水野・前掲注（１７）、『諸
問題』８１１頁や、水野・前掲注（１７）、税務事例論文、４２頁～４３頁も参照。
４３前掲注（１８）、税法学５５２号（シンポジウム）、１５７頁［水野武夫発言］。また、水野・前掲注（１７）、『諸問題』８０８
頁～８０９頁や、前掲注（１８）、「パネルディスカッション（上）」、２９頁（水野武夫発言）も参照。
４４水野・前掲注（１８）、税務事例論文、４３頁。また、水野武夫「納税者の権利救済と弁護士の役割」自由と正義５９
巻３号（２００８年）２７頁～２８頁や、水野・前掲注（１７）、『諸問題』、８１０頁～８１１頁も参照。
４５水野・前掲注（１７）、税務事例論文、４３頁。
４６浅沼潤三郎『改正行政事件訴訟法』（八千代出版、２００５年）３３頁以下参照。また浅沼・前掲注（２２）、税法学論文
８頁以下も参照。
４７浅沼・前掲注（４６）、３４頁。関連して、浅沼・前掲注（２２）、税法学論文７頁～８頁も参照。
４８浅沼・前掲注（４６）、３４頁参照。
４９関連して、浅沼・前掲注（２２）、税法学論文１１頁も参照。
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５０浅沼・前掲注（２２）、税法学論文、１１頁。
５１山下・前掲注（２１）、１５２～１５３頁。
５２山下・前掲注（２１）、１５３頁。
５３藤曲武美「更正の請求の期限徒過後の是正措置と義務付け訴訟」税務事例３８巻６号（２００６年）２８頁～２９頁参照。
関連して、藤曲武美「更正の請求の期限徒過後の是正措置と義務付け訴訟」『租税訴訟Ｎｏ．１』（財経詳報社、２００７
年）１２２頁～１２５頁も参照。以下本文での引用は前者の文献による。
５４占部裕典「租税手続法と租税争訟法の交錯（一）」同志社法学５９巻５号（２００８年）１３頁以下、及び、同論文「（二）」
同志社法学５９巻６号（２００８年）２１４頁以下参照。なお関連して、占部・前掲注（１４）、２４頁～２５頁も参照。
５５占部・前掲注（５４）、「（二）」、２２３頁。
５６占部・前掲注（５４）、「（二）」、２２３頁。また同「（二）」、２３７頁参照。
５７占部・前掲注（５４）、「（二）」、２２５頁。
５８占部・前掲注（５４）、「（二）」、２２５頁。また、同「（二）」、２３６頁～２３８頁も参照。なお本文で引用した文中の（２）
とは、納税者が申告し課税庁が増額更正処分した後、納税者がその処分取消訴訟において、当初の申告額以上の
減額を求めることは、「更正の請求の排他性」の観点から認められないという議論である。同「（二）」、２３４頁～２３
６頁参照。
５９首藤・前掲注（２６）、１０頁や、首藤重幸「税務訴訟の性格と問題」遠藤賢治ほか編『事件記録に学ぶ税務訴訟』（判
例タイムズ社、２００８年）所収「第３章 税務訴訟の性格と問題」２００頁～２０１頁参照。
６０山本・前掲注（３０）、１７２頁～１７３頁参照。
６１望月爾「行政事件訴訟法改正と税務訴訟への影響」税経新報５２３号（２００５年）８頁参照。そのほか（β）の場合
における減額更正処分の義務付け訴訟について、肯定的見解を表明される論者として、前掲注・（１８）、「パネル
ディスカッション（上）」、２８頁（山田二郎発言）、前掲注（２１）、日弁連編『実務解説』１６７頁～１６８頁、千葉・前
掲注（２２）、４頁、青木・前掲注（２７）、４頁、青木・前掲注（１５）、６５頁～６６頁等も参照。
６２行政事件訴訟について、行政事件訴訟法に定めがない事項については、民事訴訟の例によるものとされる。行政
事件訴訟法７条参照。
６３上田徹一郎『民事訴訟法［第５版］』（法学書院、２００７年）２００頁～２０１頁参照。ただし本案判決をめぐる事実審の
口頭弁論終結時に至るまでに、訴訟要件の欠缺が明らかとなり、それが補正されない若しくは補正の余地がない
場合には、本案判決はできなくなり、その時点で口頭弁論が終結され、訴え却下の訴訟判決が下されることとな
る。なお、『事実審の口頭弁論終結時』の唯一の例外として、管轄権の存否については、『起訴』の時点を基準
として判断される（民事訴訟法１５条）。
６４もっともこの点、行政法学では、“取消訴訟”の本案判決における（違法性）判断の基準時について、「判決時」
説――事実審の口頭弁論終結時――ではなく、「処分時」説――取消訴訟の対象となった行政処分なされた時点
――を採るのが判例の考え方であり、また学説の大勢であるとされる。例えば、塩野宏『行政法Ⅱ（第四版）』（有
斐閣、２００５年）１８１頁～１８３頁、原田尚彦『行政法要論（全訂第六版）』（学陽書房、２００５年）３９７頁～３９８頁、宇賀克
也『行政法概説Ⅱ』（有斐閣、２００６年）２２２頁～２２４頁等参照。
６５例えば、塩野・前掲注（６４）、２２３頁、原田・前掲注（６４）、３９８頁、宇賀・前掲注（６４）、２２４頁、前掲注（３）、
『条解』６１７頁（間史恵執筆部分）参照。さらに、ドイツ法との比較を踏まえつつ義務付け訴訟に係る違法性判断
の基準時を論ずるものとして、山本・前掲注（３）、「（下）」９９頁～１０２頁も参照。ちなみに不作為の違法確認訴訟
も「判決時」説とされる。この点例えば、前掲注（３）、『条解』６１０頁（杉浦徳宏執筆部分）参照。
６６例えば、①京都地判平成１９年１１月７日（LEX／DB２８１４０１９３）は、原告周辺住民が、係争建築物に関して、その
撤去の際にがけ崩れにより生命等に重大な損害が生じるおそれがあると主張して、被告市長に対し都市計画法等
に基づく擁壁設置命令等の義務付け訴訟等を提起した事案である。裁判所は、将来の撤去の際に損害防止が求め
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られるのであって、現時点において重大な損害が生じるおそれがあるとは言えないなどとして、原告の訴えを却
下した。また、②大阪地判平成１９年２月１５日（判タ１２５３号１３４頁）は、原告近隣住民が、建設予定の分譲住宅敷地
と公道とを結ぶ通路が一つしかないことから、同住宅の駐車場から通勤車両が集中し混雑等による騒音や排気ガ
スが生じうるとして、被告市長に対し、関係事業者へ都市計画法に基づき、建設工事の停止等を内容とする違反
是正命令を発するよう義務付け訴訟を提起した事案である。裁判所は、近くに駅があることから、自動車通勤者
が多数に上ることは考えられないことや、従前この敷地が自動車教習所で、多くの教習車が同時に公道を通行し
ていたが、問題なかったことからみて、同住宅の自動車通勤者が多数に上ったとしても、周辺環境が悪化するこ
とは考えられないことなどから、原告らに重大な損害が生ずるおそれが認められないとして、訴えを却下した。
次に、③東京地判平成１９年１月３１日（最高裁HP）は、違法建築物（接道要件や一敷地一建築物の原則違反、た
だし口頭弁論終結時点で未完成）の敷地隣接地に居住する原告が、被告区長に対して建築基準法上の是正命令権
限の行使の義務付け訴訟等を提起した事案である。原告は、本件建築物はまだ建設途上であるが、既に建築確認
を受け工事に着手している以上、「重大な損害」要件の判断基準時たる事実審の口頭弁論終結時点ではそれが完
成してしまい、そうすると火災等の防災上の危険が生じるから、本件には原告の生命身体に対し「重大な損害を
生ずるおそれ」があると主張した。これに対し裁判所は、本件建築物がまだ完成していない以上、原告の主張す
る防災上の危険は現時点で生じておらず、是正命令権限を行使しなければ、重大な損害の生じるおそれがあると
は認められないなどとして訴えを却下した。なお、控訴審判決である④東京高判平成１９年６月１３日（最高裁HP）
も、同様の理由で「重大な損害」要件の充足を認めずに却下判決を下した。関連して、⑤東京地判平成１９年９月
７日（最高裁HP）も、原告近隣住民らが係争建築物に関し建築基準法等に違反している等として、被告知事に対
して是正命令を求める義務付け訴訟等を提起した事案である。裁判所は、本件建築物が接道義務を果たしていな
いのであれば、火災等の拡大により原告らの身体及び生命に危険が及ぶおそれがあり、この‘おそれ’は「重大
な損害を生ずるおそれ」に該当するとして本訴を適法とした（もっとも本案の問題として接道義務を充たしてい
るとして請求を棄却）。
ついで、⑥東京地判平成１９年５月３１日（判時１９８１号９頁）は、婚姻していない原告らが、その子につき「嫡出
でない子」という表記を避けることを試みた結果、被告区長により住民票の記載をしない処分がなされたので、
原告らが住民票の作成の義務付け訴訟等を提起した事案である。裁判所は、住民票が作成されないと、子の区立
幼稚園への入園や区営住宅の入居に当たって居住関係を証明するための必要な手段を講じざるを得ないほか、ま
た将来的には当該子の選挙権の行使にも重大な支障が生じるとして、各種の不利益を受けることを挙げた上で、
「重大な損害を生じるおそれ」があるとした（原告らの本案請求も認めている）。ただしこの⑥の控訴審判決であ
る⑦東京高判平成１９年１１月５日（LEX／DB２８１３２３８０）では、原判決が取り消され、義務付け訴訟も却下された。
本判決では、原判決で問題となった選挙権行使に当たっての支障の問題については、子が現在まだ２歳であるこ
とからその不利益が現実化していないとし、また各種の行政手続における不利益についても、住民登録ないし住
民票がなくても、これがある者と同じ扱いがなされうる（ただしその手続に煩瑣な面があるが）として、「重大
な損害が生じるおそれ」があるとまでは言えないとした。
以上に挙げたいずれの判決も、濃淡の差はあれ、「重大な損害を生ずるおそれ」を判断するに当たっては、「事
実審の口頭弁論終結時」現在に立ちつつ、――近くあれ遠くあれ将来生じることが見込まれる損害の――「おそ
れ」を認定するという方法を採っているように見受けられる。
６７ちなみにこの点、本文後述の広島地裁平成１９年判決は、「補充性」要件についてのみ判断を下し、「重大な損害」
要件については判断を下していない。
６８以上、本文では、「補充性」要件の判断基準時について、「事実審の口頭弁論終結時」とする結論を導き出すた
めの解釈上の論拠として、（あ）義務付け訴訟の訴訟要件（「補充性」要件も含む）が置かれている全体的な制度
状況の点と、（い）「補充性」要件と同一条文中にある「重大な損害」要件との整合性の点とを挙げてきた。これ
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らに付随する論拠として、ここでは、（う）「補充性」要件の判断基準時そのものについて判断していると思われ
る裁判例について、いくつか紹介しよう（なお本来であれば、（う）の論拠が優先的な論拠となりうるのであろ
うが、現在のところ「補充性」要件について明確に判断した裁判例が、管見の限りでは少ないものと思われるの
で、本稿の段階では附随的な論拠として扱う）。
例えば、前掲注（６６）で紹介した⑥判決では、住民基本台帳法に、出生届とは別個に住民票の記載のみを市町
村長に対し求める申請手続がない以上、住民票に記載しない処分についての取消判決を出しても、前掲注（６６）
で紹介した損害の回復が必ずしも回復されるとは限らないとして、「その損害を避けるために他に適当な方法が
ない」としている。もっとも、この控訴審判決である前掲注（６６）で紹介の⑦判決では、原告ら両親は出生届を
提出しようと思えば容易にできる状況にあると指摘した上で、それでもそれを提出しないのは個人的信条に名を
借りた単なる懈怠であると論及する。いわば本件事案において、子につき住民票に記載される処分に至るには何
らの支障は存しないのであるから、「その損害を避けるために他に適当な方法がない」わけではないとした。
また、⑧千葉地判平成１８年９月２９日（最高裁HP）では、原告が自らの土地上にある処分場を、廃棄物処理法上
の許可の不要な「既設ミニ処分場」とみなした上で、被告県知事にその処分場の再開届を提出した。被告は、本
件土地上に「既設ミニ処分場」の存在を確認し得ないとして、本件土地を産廃施設として使用できない旨を原告
に通知した。これを受け原告は、本件土地を産廃施設として使用することを許可するよう義務付け訴訟を提起し
た。裁判所は、原告が再開届を提出しているだけで許可申請をしていない以上、「法令に基づく申請」がないと
して、本訴が申請型義務付け訴訟としては不適法であるとした。またそれとともに、仮に本訴を直接型義務付け
訴訟と解するとしても、原告には許可申請をして一定の処分を求める機会が認められており、「その損害を避け
るために他に適当な方法がない」わけではないとして、「補充性」要件の欠如を理由に不適法であるとした。
上記いずれの判決も、「他に適当な方法がない」かどうかの判断の基準時としては、「重大な損害」要件同様、
「事実審の口頭弁論終結時」が念頭に置かれているようである。逆に言えば、過去の時点、例えば訴訟提起前の
一定の時点に判断の基準時を置き、その時点で‘他に適当な方法がないかどうか’（＝他に適当な方法がなかった
かどうか）という判断方法を採用しているわけではないように思われる。
もっとも、固定資産税の登録価格について審査申出期間を徒過した事案においては、こういった過去にまで遡
った判断方法が採られているとも言えなくもない。例えば、⑨神戸地判平成１９年３月１６日（判例地方自治３０３号２７
頁）をみよう。本件は、原告納税者が被告市長に対し、固定資産課税台帳上の登録価格について、修正した価格
を登録することを求める直接型義務付け訴訟等を提起した事案である。原告は、本件で問題となっている基準年
度外の価格については、審査委員会への審査申出手続の対象となり得ないこと、また審査申出期間が課税台帳に
価格が登録された旨の公示日から６０日以内に限られ、この期間内に審査申出をしなければ次の基準年度まで登録
価格を争えず、とりわけ審査申出期間経過後に不動産を購入した者にとっては不当な結果を招来せしめることな
どを指摘し、直接型義務付け訴訟以外に「損害を避けるため他に適当な方法がない」と主張した。
これに対し裁判所は、上記審査申出制度（及びその後の取消訴訟）という争訟方法が定められていることから
「損害を避けるため他に適当な方法がない」とは言えないとした上で、期間制限が短いことや期間経過後の不動
産購入者に不利益が生じうることについては、膨大な数に上る固定資産についてその価格を早期に安定させ、も
って円滑な固定資産税の賦課徴収を図るという上記審査申出制度の趣旨に鑑みれば、不当なことではないとして、
本訴につき「補充性」要件欠如を理由に訴え却下判決を下した。
本判決は、「補充性」要件充足の有無について、（β）の場合の減額更正処分の義務付け訴訟否定説のように、
一見すると、過去に遡った時点をその判断の基準時としている――「損害を避けるために他の方法がなかったか
どうか」――ようにも読める。もっとも、この固定資産税の登録価格の事案は、《次の基準年度には改めてその
登録価格を争える》という点で、もはや更正の請求期間が徒過した後には、その過大納税額につき争えなくなる
減額更正処分の事案とは異なるとも言えるのではないか。いわば前者の事案は、不服申立期間徒過後の時点から
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見て《将来に》係争方法がある事案であるのに対して、後者の事案にはそれがない事案なのである。換言すれば、
前者の事案においては、「他に適当な方法がない」かどうかの判断の基準時として、「事実審の口頭弁論終結時」
が念頭に置かれた上で、将来の係争手段をも対象にしつつ、その要件欠如が導かれているものとも解しうるので
ある。したがって、前者の事案があることを根拠に、後者の事案においても、「補充性」要件充足に係る判断基
準時を‘過去に遡ったものとしても良い’とする結論を導くことには、事案の相違がある以上疑問がある。もっ
とも、固定資産税の登録価格をめぐる審査申出期間を徒過した事案に係わって、上記「補充性」要件欠如論がど
こまで妥当であるのかという点に関しては、別途独立した問題として検討すべきことではある。なお、同様の裁
判例として、例えば、⑩横浜地判平成１８年７月１９日（LEX／DB２８１３０８３６）と、その控訴審判決、⑪東京高判平成
１８年１１月１５日（LEX／DB２８１３１８１０）も参照。
６９ちなみにこの点、否定説に立てば、「事実審の口頭弁論終結時」から過去に振り返って、「更正の請求期間の徒
過前」に、「他に適当な方法がなかったかどうか」を判断するので、（ｂ）のような事態が生じても、（α※２）
の場合における減額更正処分の義務付け訴訟を不適法とする結論を導くことができるものと思われる。
７０この点、後に紹介する広島地裁平成１９年判決における被告側の主張では、「重大な損害」要件欠如の理由として、
既に納付した税額が納税者に還付されないことは、「消極的な意味での財産的損害に過ぎない」と主張している。
７１この点例えば、塩野・前掲注（６４）、２１７頁参照。
７２なお、「重大な損害（を生じるおそれ）」要件を、私人と行政庁との間における「違法な状態」の存在をめぐる
調査・事案解明負担の問題として機能的に分析する、山本隆司「訴訟類型・行政行為・法関係」民商法雑誌１３０巻
４・５号（２００４年）６６２頁では、「つまり『重大な損害を生じるおそれ』は、違法な状態が存在するのではないか
という合理的な疑いがある場合に、認められるのではないか。」と指摘され、同要件の緩やかな解釈の可能性を示
唆される。また、違法建築物等に係る周辺住民による義務付け訴訟の許容性の文脈において、「重大な損害」要
件の緩やかな解釈の必要性を主張するものとして、湊二郎「義務付け訴訟と裁量収縮」法学論集（鹿児島大学）
４０巻２号（２００６年）２４頁～２７頁参照。
７３この点、後に紹介する広島地裁平成１９年判決における被告側の主張の中でも同旨の議論がなされている。
７４前掲阿部氏の批判や、塩野・前掲注（６４）、２１８頁の指摘を参照。関連して、小早川光郎編『改正行政事件訴訟法
研究』（ジュリスト増刊、２００５年）１２７頁～１２８頁の議論も参照。
７５前掲注（２７）、「パネルディスカッション（下）」、３１頁～３２頁（山田二郎、山下清兵衛発言）参照。
７６この点については、民法７２４条における不法行為責任の事例であるが、除斥期間について、その起算点の延長を
認めた最近の事例として、例えば、最判平成１８年６月１６日（民集６０巻５号１９９７頁）――乳幼児期に受けた集団予
防接種等によってＢ型肝炎ウイルスに感染した原告らについて除斥期間の起算点を上記接種時等（加害行為時）
ではなくＢ型肝炎発症時（損害発生時）とした事例――がある。
７７なお関連して、平成１８年度の税制改正で、国税庁長官の法令解釈が納税者に有利に変更された場合には、後発的
事由に基づく更正の請求（国税通則法２３条２項３号）の対象とする旨の国税通則法施行令６条１項の改正があっ
たことにつき、前掲注（２７）、「パネルディスカッション（下）」、３５頁にある山田氏の追記部分参照。関連して、
金子・前掲注（２３）、６４５頁～６４６頁も参照。
７８ちなみに、占部・前掲注（１４）、２４頁～２５頁では、被告や本判決が（α※１）、（β）、（δ）の各場合――この場
合分けについては前掲注（１４）参照――を明確に区別することなく論じているとして、本稿とは別の角度からの
《混同論》を提起され、批判されている。その上で、仮に一般論として（β）の場合について、被告や本判決の
ように、「更正の請求の排他性」に基づく減額更正処分の義務付け訴訟否定論を採用するとしても、本件事案は
（δ）の場合に該当し、この場合の前提となる特別の除斥期間においては、そもそも法律上更正の請求手続規定
が設けられていないとする。そうである以上、（δ）の場合たる本件事案に対しては、「更正の請求の排他性」
の射程が及ばないと指摘される。また、もともと「他に適当な方法」たる更正の請求手続規定が存在しない以上、
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「補充性」要件も充足できると指摘される。もっとも、占部氏は、被告の主張によると本件事案は減額更正処分
の除斥期間（通常の除斥期間）を徒過した事案であり、また原告の立場に立っても本件事案は減額更正処分の除
斥期間（特別の除斥期間：６か月）を徒過した事案であるとも指摘される。いわば、いずれにしたところで、本
件事案は減額更正処分の除斥期間を徒過しているということである。しかし同氏は、たとえそうであっても、本
件事案の特殊事情にかんがみれば、こういった除斥期間の徒過を被告が主張することについて信義則上問題があ
りうると指摘されるとともに、本件訴訟に関連して以前に下された裁判所の確定判決の拘束力に基づく原状回復
義務の観点からすれば、被告の主張は許されないのではないかとも指摘される（同２５頁参照）。以上の議論につい
て、さらに詳しくは、占部・前掲注（５４）、「（二）」２４１頁～２４６頁参照。
７９なお、本判決そのものに対する賛否については、他の論点をも検討する必要があるので、さしあたり本稿では留
保しておきたい。本判決について、本稿が取り扱っていない論点も含め、前掲注（５４）や前掲注（１４）の占部論
文参照。さらに本判決に関する評釈として、占部裕典「減額更正処分を求める非申請型義務付け訴訟が不適法で
あるとされた事例」速報判例解説編集委員会編『（法学セミナー増刊）速報 判例解説Vol．３／２００８年１０月』（日本評論
社、２００８年）２７９頁以下参照。
８０なお、この広島地裁平成１９年判決については、すでに控訴審判決が出されている。広島高判平成２０年６月２０日（判
例集未登載）。もっとも筆者は、本稿執筆時点で、この控訴審の判決文を入手することができなかった。ただこの
点、占部・前掲注（１４）、２０頁～２１頁が紹介されているところによると、原審同様、原告の訴えが却下されたよう
である。また同じく、占部氏の引用されている判示内容を見ると、控訴審判決で付加された判断として、本件事
案を（γ）の場合の問題とした上で、減額更正処分の除斥期間の徒過を理由に、減額更正処分の義務付け訴訟を
不適法とする点もみられる。
８１関連して、安田・前掲注（２５）、９８頁では、納税者から嘆願書が提出されたとしても、税務署長の調査対応の遅
れから、減額更正処分の除斥期間を徒過する事態が生じうることを指摘される。
８２なお、同旨の裁判例として、例えば、広島地判昭和５９年３月２３日（税資１３５号３５９頁）や岡山地判平成１４年８月２１
日（税資２５２号順号９１７５頁）もある。
８３取消訴訟係属中の除斥期間徒過事案における減額再更正処分を適法とする昭和５１年京都地裁判決の《結論》につ
いて賛成する評釈として、福岡右武、税理２０巻８号１４５頁以下（１９７７年）、大橋為宣、シュトイエル１８８号１頁以下
（１９７７年）、関本秀治、法と民主主義１１８号４５頁以下（１９７７年）、青木康、税務事例９巻１２号４頁以下（１９７７年）、
一志泰滋、税務弘報２５巻５号７７頁以下（１９７７年）参照。これに対して、取消訴訟係属中の除斥期間徒過事案にお
ける減額再更正処分は《不適法》であるとする見解として、例えば、中井稔「更正・再更正と期間制限について」
税経通信６２巻３号（２００７年）３９頁～４０頁及び４３頁脚注（１６）参照。ちなみに、上掲の評釈のなかでも、適法とい
う結論を導く上で、判決が採った解釈論理に関しては多かれ少なかれ疑問が呈されている。
筆者としては、この争点、すなわち《取消訴訟係属中の除斥期間徒過事案における減額再更正処分の適法性》
そのものについては、さらなる検討を必要とするので、さしあたり本稿でその賛否の表明は留保しておく。ただ
本稿では、この争点について、現在の判例が適法とする考え方を採用しており、それが一定程度定着していると
いう現実を前提とするのであれば、それとその背景問題を共通にする争点、すなわち《義務付け訴訟係属中の除
斥期間徒過事案における減額更正処分の適法性》においても同じ扱いをするのが、少なくとも判例法の内在的な
理解として妥当なのではないかと考える。
８４前掲注（１８）、税法学５５２号（シンポジウム）、１５８頁［山田二郎発言］。
８５山田氏の解釈提案に対して、水野氏は、それが裁判所で認められるかどうかについて「一抹の不安」があると指
摘されながらも、積極的に受けとめられている。前掲注（１８）、税法学５５２号（シンポジウム）、１５８頁～１５９頁［水
野武夫発言］参照。なお、この山田氏の解釈提案を検証するための前提として、「時効」と「除斥期間」とでは、
その性質上の相違として、前者には中断が認められるのに対して、後者にはそれが認められないという点に留意
木：減額更正処分の義務付け訴訟に関する一考察：訴訟要件論を中心に １２５
せねばならない。この点例えば、三木・前掲注（２９）、１０頁～１１頁参照。しかしながら他方で、民法学では、除斥
期間に中断を認めないという伝統的な考え方の妥当性をめぐって、議論がなされていることにも留意すべきであ
ろう。例えば、大西泰博「除斥期間と時効中断規定」椿寿夫・三林宏編著『権利消滅期間の研究』（信山社、２００６
年）１４７頁以下参照。また例えば、鈴木禄弥『民法総則講義（二訂版）』（創文社、２００３年）３０８頁では、除斥期間内
に権利者が出訴したにもかかわらず、判決が確定しないうちに除斥期間が経過してしまい、その権利が消滅する
ということは妥当ではないとされた上で、こういった場合においては、消滅時効のように、「中断に似た事態」
が生ずると言わざるを得ないと指摘されている。それゆえ、山田氏の解釈提案を検証するに当たっては、こうい
った民法学の議論の展開についても、十分に配慮する必要があろう。
８６なお理論上は、納税者が、当初更正の請求期間内であるにもかかわらず、あえて適法な更正の請求をしないで直
接型義務付け訴訟を提起したところ（α※２）、その訴訟係属中に、（β）の期間のみならず、（γ）の期間も徒
過してしまったという場合も考えられる。いわば、当初（α※２）の場合であったのが、時間（５年間）の経過に
よって、事後的に――途中（β）の場合への変容を経由して――（γ）の場合に変容してしまった場合である。
このような事案は、実際問題としてあまり考えられないかもしれないが、仮にこのような事案が起こった場合で
あっても、本文で論じた（α※２）［（ｂ）］の場合に係る諸理由――更正の請求手続の制度趣旨に積極的に抵触する
ことと、（α※２）［（ａ）］の場合との取扱いの公平を確保する必要があること――から、やはり不適法却下とすべ
きであると思われる。
また理論上は、適法な更正の請求を経た上での減額更正処分の申請型義務付け訴訟（α※１）を提起したところ、
その訴訟係属中に、５年の減額更正処分の除斥期間が徒過してしまったという場合も考えられる。すなわち、当
初（α※１）の場合であったところ、時間の経過によって、事後的に（γ）の場合に変容してしまった場合――な
お（α※１）の場合の性質上（β）の場合の経由は考えられない――である。ただしこの場合であっても、（β）［（ｂ’）］
の場合と同じ解釈論的構成――除斥期間規定の趣旨解釈に基づく減額更正権限の導出論――によれば、この種の
義務付け訴訟を適法と解しうるものと思われる。
８７この点、例えば、首藤・前掲注（２６）、１０頁並びに首藤・前掲注（５９）、１９９頁～２０１頁、また酒井・前掲注（３３）、
税大論文、４２０頁～４２２頁、４３５頁～４３８頁や、酒井・前掲注（３３）、『対応』所収論文、１８１頁～１８４頁、１９３頁～１９４
頁の検討を参照。
８８この点、例えば、前掲注（２９）に掲げた、更正の請求期間の延長や減額修正申告制度の導入をめぐる諸文献を参
照。
８９敷衍すると、行政法固有の視点から言えば、今後、義務付け訴訟一般をめぐる解釈論や立法論の精緻化をはかっ
ていくためには、それぞれの行政領域ごとに義務付け訴訟がどのように用いられているのか（あるいは用いられ
ていないのか）といった、‘各論的検討’をすることが必要となってこよう。この点、本稿では《税務行政領域》
を対象としたが、湊・前掲注（７２）では《建築行政領域》を対象とする。その他、例えば《社会福祉行政領域》
を対象とするものとして、石崎誠也「社会福祉行政上の処分と義務付け訴訟の機能」法律時報７９巻９号（２００７年）
２２頁以下参照。
９０なお、第１６９通常国会（２００８年）に上程されたものの、継続審議となってしまった行政不服審査法改正案では、
「申請型義務付け訴訟」に対応する制度としての「義務付け裁決」が設けられたが、この制度が税務争訟に及ぼ
しうる影響として、青木・前掲注（１５）、６８頁や、占部裕典「租税手続法と租税争訟法の交錯（三・完）」同志社
法学６０巻２号（２００８年）９３頁～９４頁を参照。
また、この行政不服審査法改正に伴って上程された行政手続法改正案（同じく継続審議）では、「直接型義務
付け訴訟」に対応する制度としての「義務付け手続」がもうけられた。この「義務付け手続」が、《減額更正処
分の発動》の場面においても重要な影響を及ぼすことについて、田中治「改正される行政手続法と税務行政手続
への影響」税理５１巻１０号（２００８年）１２頁～１４頁参照。ここで田中氏は、「義務付け手続」が、本稿でいう（β）
福井大学教育地域科学部紀要 （社会科学），６４，２００８１２６
の場合においても利用できると指摘される。同旨の指摘として、青木・前掲注（１５）、６９頁～７０頁も参照。もっと
も、占部・上掲論文、９９頁や占部・前掲注（１４）、２６頁では、（β）の場合の減額更正処分の義務付け訴訟が認め
られないという解釈が判例上確立してしまうのであれば、たとえ義務付け手続が導入されても、それらの税務争
訟に対する影響はないと指摘される。
ひるがえって、行政不服審査法（改正案）に基づく減額更正処分の「義務付け裁決」であれ、あるいは、行政
手続法（改正案）に基づく減額更正処分の「義務付け手続」であれ、本稿で対象としてきた行政事件訴訟法に基
づく減額更正処分の「義務付け訴訟」とのあいだで、どのような議論の相違が生じうるのか興味深い点ではある。
今後の研究課題としたい。ちなみにこの点、田中・上掲論文では、「義務付け手続」の場合には「義務付け訴訟」
の場合と違って、「何人も」処分等を求めうる――すなわち「法律上の利益」が不要である――との規定ぶりと
なっていることを挙げられた上で、公益の増進ないし民主的統制の観点から、（納税者以外の）第三者が課税庁
に対し、当該納税者への「適正な課税処分又はそのための税務調査を求める」ことができるようになる――これ
らを求める《義務付け訴訟》が原告適格欠如ゆえに不適法とされうるのとは異なって――可能性を指摘されてい
る。
（追記）
本稿の提出・受付後になって筆者が接した、本稿の内容と関連する学会報告並びに研究会報告について、さし
あたり筆者が耳で聞き止めた範囲内で、追記しておきたい（したがってこれら報告に関する正確な内容の記述と、
それに関する筆者の検討については、これら報告が関係雑誌に発表された上での後の機会に譲りたい）。
まず、租税法学会第３７回総会（２００８年１０月５日、於：慶応義塾大学）において、渋谷雅弘氏の研究報告「更正
の請求をめぐる今日の論点」に接した。本報告では、減額更正処分の義務付け訴訟問題に関して、もっぱら付随
的な論点としてではあるが、触れられていた。渋谷氏は、本報告、並びに、その後のシンポジウムにおける水野
武夫氏による質疑を受けての応答のなかで、――本稿で言うところの――（α※１）の場合の減額更正処分の義務
付け訴訟については適法と解する一方で、（α※２）の場合や（β）の場合の減額更正処分の義務付け訴訟につい
ては、「更正の請求の（原則的）排他性」を理由に不適法と解する旨の見解を表明された。
また、日本公法学会第７３回総会（２００８年１０月１１日及び１２日、於：学習院大学）において、野呂充氏の研究報告
「不作為に対する救済」に接した。本報告のなかで、野呂氏は、直接型義務付け訴訟の「重大な損害」要件につ
いて、緩やかな解釈をすべき旨の示唆をされていた。さらに本稿の校正段階で、日本税法学会関西地区第４２２回研
究会（２００８年１１月１５日、於：同志社大学）における、占部裕典氏の研究報告「更正の請求の排他性の限界：更正
の請求と義務付け訴訟を中心として」に接した。本報告を通じて、本稿でも参照した占部氏の諸論文の内容がさ
らに深く理解できたほかにも、関連する多くの知見を得ることができた。
木：減額更正処分の義務付け訴訟に関する一考察：訴訟要件論を中心に １２７
